
ＪＲ北海道の事業範囲見直しに係る関係者会議（第４回）議事録 

 

                     日時：平成 30年１０月２０日(日)10:30～12:00 

                     場所：知事会議室 

 

（高橋知事） 

 それでは、冒頭、私からご挨拶させて頂きます。 

 本日は、ＪＲの問題に関して、第４回目の関係者会議を開催することとなりました。 

 まず、言わなければならないのは地震のことであります。 

 先月の９月６日、台風２１号が去り、爪痕が残る中、胆振東部地震が発生をいたしました。大規模

停電、断水、ライフラインの寸断、本当に大きな影響が出て、道民生活、経済活動においても支障が

生じたところでございまして、震度７、そしてブラックアウトを経験して、北海道がこれまで経験

したことのない厳しい状況に直面したと、認識をするものであります。 

 こうした中、国におかれては、我々の復旧・復興に向けて、激甚災害の指定、災害救助法などの適

用をはじめとして、観光関係を含めた本当に多くの予算の確保、また予備費ということで頂くなど、

迅速な対応と多大なるご支援を頂き、改めて感謝申し上げます。 

 こうした中、島田社長から先般、発表があったところでありますが、鉄道における線路、橋梁など

被害が広範囲で生じました。 

 また、全道域の停電によりまして、全線の列車が一定期間停止をしたところであり、今年度末ま

でに２３億円の減収が見込まれるというお話があったところでありまして、ＪＲ北海道の経営再生

に及ぼす影響は決して軽くないと認識するところであります。 

 我々は、前回の道議会でも共有させて頂きましたが、市長会、町村会、ＪＲ、それから国の機関、

オール北海道でＪＲ北海道の利用促進をアピールしていく、そして実行していく、こうしたことの

検討を加速いたしているところであります。 

 そして、今日の議論でございますが、前回の会議におきまして、新しく鉄道局長に就任された蒲

生局長から、去る７月に国土交通大臣から示された、ＪＲ北海道の経営改善に関する国の考え方に

ついて、ご説明をいただいたところでございます。 

 内容につきましては、これまで地域が求めてきた国の実効ある支援についての考え方が一定程度

反映されたところでありますが、一方で、地域の支援に関しては、地域と公共交通のあり方に関す

る考え方、あるいは地財措置の内容など、まだまだ整理しなければならない課題があり、地域、ある

いは道議会からも指摘をされていることに対する十分な説明が尽くされているとは言えない状況に

あると認識をしているところでございます。 

 また、島田社長からは、ＪＲ北海道の具体的な収支見通しについては、できるだけ早期にご説明

するとのご発言を頂いたところで、そのことを踏まえた議論の展開をして頂きたいと思う次第であ

ります。 

 こうした状況を踏まえ、皆様には忌憚のない議論をよろしくお願いします。 

 

（黒田交通企画監） 

 それでは、早速、議事に入らせて頂きます。 

 最初に、胆振東部地震の影響と対応につきまして報告いただきたいと思います。 

 まずは、ＪＲ北海道の島田社長から、被害状況や復旧の見通しなどについて、ご説明願います。 

 



（ＪＲ北海道 島田社長） 

 胆振東部地震の発生から１ヶ月半が経ちました。 発災以降、電力供給の回復に合わせて、設備

の安全確認を行い、発災翌日の北海道新幹線や快速エアポートの運転を皮切りに順番に再開を行い

ましたが、地震の前日に発生した台風被害と地震直後の全道停電の影響により、９月の運休本数は

約７，７００本と、前年９月の約１０倍となり、大変なご迷惑をお客様にはおかけしたところです。 

 台風と地震による設備の損傷は、大小多数ありましたが、最も被害を受けた日高線厚真川橋梁に

ついては、当初懸念された深刻な被害には至らず、１０月中旬より復旧工事を行っており、１２月

中旬には運転再開を見込んでおります。 

 台風と合わせた被害額としては、復旧費用等で約６億円、今後の見込みも含めて減収額が約１７

億円で、合計約２３億円となっております。 

 被害額としては、２年前の平成２８年夏の台風災害の８０億円に次いで、ＪＲ発足以来、自然災

害としては２番目の規模、平成１２年の有珠山噴火の２０億円を上回る規模となりました。 

 復旧費用の一部につきましては、鉄道軌道整備法に基づく、鉄道施設災害復旧事業費補助の支援

が受けられるよう、国及び道に対し申請を行う予定です。 

 減収額が、今年度決算に一定の影響を及ぼすことは避けられないと思いますが、国、道が行いま

す「元気です北海道キャンペーン」と連携して、当社独自でも、最大限、挽回の取組を行うことによ

り、翌年度に影響が残らないように全力を挙げてまいりたいと思います。 

 

（黒田交通企画監） 

 ありがとうございます。次に、ＪＲ貨物真貝社長からご報告をお願いします。 

 

（ＪＲ貨物 真貝社長） 

 まず、この度の地震により、お亡くなりになられました方々のご冥福を心よりお祈り申し上げま

すとともに、被災された皆様方にお見舞い申し上げます。 

 被害状況についてご報告させて頂きます。 

 地震の揺れや、線路設備の損傷等による運行中の貨物列車の脱線は発生いたしませんでしたが、

地震発生時、本州と北海道を結ぶ運転中の貨物列車につきましては２４本ございました。このうち

札幌に向かっていた下り列車が１７本、本州向けの列車が７本ございまして、これらに積載してい

ました約１，５００個のコンテナが、全て本線上で停止いたしました。 

 一方、貨物の駅等の施設については、地震による被害は幸いにしてございませんでした。 

 しかしながら、７月に西日本の豪雨がございまして、山陽線の寸断が続いていたことや、道内全

域で地震による停電が発生したことで、貨物列車につきましては、９月２１日までの間、本州と北

海道を結ぶ列車を中心に、２８５本運休いたしました。 

 発災時は、馬鈴薯、玉葱をはじめとしました農産物出荷が最盛期を迎えるところでございまして、

関係する皆様方に多大なご迷惑をおかけいたしました。 

 更に、本州から北海道に向かう下り列車につきましては、宅配便や食料品など、生活関連物資を

運んでいるところでございますが、地震による貨物列車の運休で宅配便の受付を一部中止せざるを

得ない状況になるなど、大きな影響がございました。 

 当社におきましては、本州以遠への農作物、農産物輸送はもとより、北海道への生活物資輸送に

も鉄道をご利用頂いている実態に鑑み、９日の運転再開に際しまして、休止中の下り列車１７本に

積載をされましたコンテナ約１，５００個が運転再開後、遅滞なく札幌に到着することを速やかに

お伝えするとともに、以降の復旧計画につきまして、詳細をお伝えすることで、道民の皆様の生活



を支える物流に対する不安が増すことがないよう、可能な限り迅速な、正確な情報発信に取り組み

ました。 

 各区間の復旧状況につきまして、都度、報道機関の皆様に取り上げて頂いたこともございまして、

その点については、多少ではございますが、お役に立てたのではないかと考える次第でございます。 

 

（黒田交通企画監） 

 ありがとうございます。次の議題について、ＪＲ北海道問題の事業範囲の見直しについてでござ

いますが、議論に入る前に前回の関係者会議の結果とともに、道議会、地域の意見などについて、お

手元に配付をしております１から２まででありますが、これに基づいて簡単にご説明させていただ

きます。 

 最初に資料１をご覧ください。前回８月２１日に開催されました関係者会議でありますが、記載

のとおり、国の責任、地財措置、支援期間や検証の考え方などについて議論があったところでござ

います。鉄道局長からは地域と公共交通のあり方について、再度整理するといったご発言があった

ところでございます。 

 次に資料２の１です。その後開催されました第３回定例道議会においては、記載のとおりであり

ますが、関係者会議で提起された課題に加えまして、広域分散型の本道における鉄道の役割に注目

し、地域交通の問題に留めることなく、国家的見地から議論を行うべきと言った意見ですとか、震

災に伴う収益の悪化によってＪＲ北海道の経営見通しが悪化するようなことがあってはならないと

いった議論が行われているところでございます。 

 最後に資料の２の２ですが、全道各地で開催されました地域合同説明会、これには鉄道局の寺田

審議官、あるいは石原鉄道事業課長がご参加されたところでございますけれども、この場において

出た意見をまとめております。まず、記載のとおり支援期間・検証に対する不安の声ですとか、ＪＲ

北海道においては経営の見通しを早期に示してもらいたいといった意見が出されております。 

 本日はこうした経緯を踏まえながら議論を行いたいと考えてございますが、まず鉄道局におかれ

ましては、３点ございます。１点目としては広域分散型の本道における鉄道の役割を踏まえた地域

と公共交通のあり方に関する考え方、２番目として、地方財政措置の協議状況と見通し、３番目と

して検証の考え方などを中心にご発言をお願いしたいと思います。 

 また、ＪＲ北海道におかれましては、震災の影響も踏まえた今後の収支見通し、２番目として各

線区で策定をいたします事業計画、これは平成３１年度と３２年度でございますが、これについて

の考え方、加えて３番目として国の支援に関する具体的な使途、この３点を中心にご発言をお願い

したいと思います。 

 それでははじめに鉄道局の蒲生局長から国の考え方についてご説明をお願いします。 

 

（蒲生鉄道局長） 

 国交省鉄道局の蒲生でございます。まずは先日の北海道胆振東部地震でお亡くなりになられた

方々に心よりお悔やみを申し上げます。また、被災された方々に心よりお見舞い申し上げます。 

 前回の六者会議におきまして、７月２７日に国交大臣から公表したＪＲ北海道の経営改善に係る

国の考え方についてご説明させていただきました。その際、地域公共交通に関しての考え方につい

て、ここ１０年から２０年の動きなど、地域と公共交通のあり方に関する考え方を再度整理してご

説明させていただくと申しあげたところでございます。本日はこの点を中心にお話をさせていただ

きます。 

 資料３ということで横書きの資料を用意しております。まず、この問題を考えるに当たりまして、



改めて我々の考え方を整理した際に、この問題に関しましては、やはりまず少子高齢化やモータリ

ゼーションといった、このＪＲ北海道の路線の見直し、これに関する検討に際しましては、ＪＲ北

海道という経営主体そのものの問題という点と先ほど申し上げました少子高齢化やモータリゼーシ

ョンなど、利用者が減ってきて地域の公共交通の問題を将来にわたってどうしていくのかという問

題の２つの要素がからみあっている。この点を整理してお伝えする必要があると思っております。 

 まず、国鉄改革の関係でございます。改めて申し上げるまでもございませんが、ＪＲ北海道は昭

和６２年に実施されました国鉄改革という国策によって設立された企業体、特殊会社であります。

既に国鉄改革から３２年目に入っておりますが、改めてその考え方をご紹介申し上げます。この国

鉄改革は国鉄の経営破綻の主な原因が公社制度によります全国一元的な経営にあるとの考え方に基

づきまして、分割民営化によって効率的で地域の実情に即し、かつ経営責任を明確化した企業体を

設立し、鉄道事業の再生を図ろうとしたものであります。その際、ＪＲ北海道は設立当初より厳し

い経営が予想されたことから６，８２２億円の経営安定基金が設置されることになりました。しか

しながら、その後の低金利状況下で当初想定していた運用益が確保できなくなったことを受けまし

て、国においては経営安定基金の運用益の下支えや実質的な積み増し、設備投資に対する助成や無

利子貸付など、これまで累次に渡ってＪＲ北海道に対します経営支援を行ってきたところでござい

ます。 

 ＪＲ北海道は北海道における基幹的な公共交通機関として鉄道事業を行う責務を有しており、国

においてはＪＲ北海道がその責務をしっかり果たすことが出来るよう、指導監督しております。去

る７月２７日、ＪＲ北海道に対しまして経営改善に向けた取組を実施するよう、大臣の監督命令を

発するとともに、ＪＲ北海道の徹底した自助努力を前提に平成３１年度及び３２年度におきまして、

４００億円台の支援を行う旨を発表いたしましたが、これもこうした考え方に基づくものでござい

ます。 

 一方、ＪＲ北海道の路線問題に内在するもう一つの要素は、人口減少等に伴います鉄道の利用者

減を踏まえ、鉄道を含めた地域の公共交通を将来にわたってどうしていくのかという問題でござい

ます。地域公共交通に関しましては、平成１０年代前半にいわゆる需給調整規制が廃止されて以降、

交通事業者の経営判断にゆだねる形となりましたが、一方、事業採算性の観点とは別に少子高齢化

等に伴いまして地域にとって必要な交通手段を確保することが課題となってまいりました。このた

め、ここ１０年、自治体をはじめとする地域の関係者が中心になって地域の公共交通の維持改善、

地域の実情に合わせた多様な輸送サービスを提供できるよう、逐次制度の整備がなされてまいりま

した。 

 まず、平成１８年の道路運送法改正でございます。ここにおきましては、地域の路線バスのあり

方につきまして、地方自治体、バス会社、関係行政機関、そして住民等の関係者が一同に会して検討

を行う地域公共交通会議の仕組みが導入されたところでございます。そして、この仕組みを鉄道や

船にも広げ、あらゆる交通モードを念頭に、地域が主体となって公共交通の活性化と再生に取り組

むことが出来るようにとした地域公共交通活性化再生法が平成１９年に制定、施行されたところで

す。その後、平成２５年に地域公共交通を含む交通政策全般についての基本理念や関係者の責務を

規定した交通政策基本法が制定されまして、さらに平成２６年には、町づくりと一体となった地域

公共交通の形成を促進する地域公共交通活性化再生法の改正が行われたところでございます。 

 公共交通を取り巻く社会環境や求められているニーズは地域毎に千差万別でございますので、そ

うした事情やニーズを最も良く判っている自治体が中心となって、当該地域の皆さんとともに地域

の公共交通に関する将来像を描き、その実現に向けて交通事業者をはじめ関係者を動かす仕組みが

整えられてきたというのがこの１０年というふうに総括できればと思っております。 



 もちろん、ＪＲ北海道の路線問題につきましては、ＪＲ北海道が主体的に経営改革を進め、利用

促進とコスト削減に取り組んでいくことが何より重要であります。しかしながら、ただいま申し上

げましたように国も道も市町村もそれぞれの立場からこの問題に関わり、 

自らの問題として解決に向けて努力していただくことが大切であろうと考えておるところでござい

ます。 

 資料の２ページ以降ですが、これは骨子のようなもので、今回の会議のテーマに沿うような部分

を整理したものでございます。 

 ３ページ目でございますけれども、これは交通政策基本法に基づきまして、交通政策基本計画と

いうものを閣議で決定しておりまして、これが平成２７年でございますが、その中でも考え方が示

されているところでございます。 

 ４ページ目でございますが，交通政策基本法の中のさらに一部分でございまして、留意すべき事

項ということで、趣旨や進め方、進め方の最後の部分でございますけれども、このような形で関係

者で協力して連携を図ることが必要だということを書いてあるところでございます。以上が地域と

公共交通のあり方に関する考え方を整理したところでございます。 

 次でございます。その他にご質問のありましたＪＲ北海道と各地域において策定していただくこ

とになります事業計画、アクションプランの検証方法と地方財政措置の協議状況に関しまして一言

申し上げます。まず、事業計画の検証方法でございます。今月、１０日までに開催されていた道議会

におきまして、この度の震災によるインバウンドを中心とした観光客の大幅減を直視すれば、単純

な指標設定というのは難しく、震災前の水準にある利用者数等を考慮した検証が必要というような

趣旨のご指摘があったことは承知しております。第一次集中改革期間におけます利用促進やコスト

削減の具体的な取組内容に関しましては、今後ＪＲ北海道におきまして、各地域の皆様と連携して

アクションプランを策定していただくことになっておりますが、個々の施策の取組につきましては、

事後的にその成果を検証出来る KPI、業績指標を設定していただくこととしております。そして、

事後の検証におきましては、仮に当該期間に大規模な自然災害等の特別な事情がありましたら、そ

ういった事情を十分考慮した上で、検証・評価を行っていくことが当然だろうと考えるところでご

ざいます。 

 最後に、地方財政措置の協議状況に関しまして申し上げます。前回の六者会議でご説明いたしま

したように、利用が少なく、鉄道を持続的に維持する仕組みの構築が必要な線区における鉄道施設

及び修繕に関する国の支援に関しましては、地方自治体におきましても、同水準の支援をお願いし

たいと考えているところをご説明さしあげました。しかしながら、道内自治体の厳しい財政事情は

承知しているところでございます。所要の地方財政措置を講じる必要があると思っておりまして、

現在、道庁ともご相談しながらスキームや支援規模も含めまして総務省と色々お話をしているとこ

ろでございます。現在行っている調整内容につきましては、何分調整中でございますので、予算編

成過程が最終的には１２月までかかりますので、今後ともしっかりと調整してまいりたいと思いま

すが、調整中の内容に関しましては、大変申し訳ございませんが控えさせていただきます。引き続

き、所要の調整をしっかり続けてまいりますので、今後ともよろしくお願いします。私からは以上

です。 

 

（黒田交通企画監） 

 ありがとうございます。それでは、島田社長から収支見通しの概要などについてご説明いただき

ます。 

 



（ＪＲ北海道 島田社長） 

 前回の関係者会議で宿題をいただきました、ＪＲ北海道の具体的な収支見通しと、その前提とな

る国の支援の規模、並びに具体的な使途につきまして、「５年間の収支見通し」によりご説明させて

いただきます。 

 ６月の関係者会議の場でご説明した「ＪＲ北海道グループの経営再生の見通し」にも触れさせて

いただきましたが、最大限の経営努力と経営再生のための課題解決を行って、２０３０年度北海道

新幹線札幌開業後の経営自立を目指すにあたり、それまでの間、国及び一部地域からの支援をお願

いしております。 

 残念ながら、監督命令では国の支援２年分だけが具体的に示されるにとどまっており、長期的な

数値見通しを策定することが困難なため、一定の前提条件を置いた５年間の計画の中で、経営改善

の見通しをご説明させていただくこととしました。コスト削減、経営基盤強化など、５年間で現れ

る数値的な効果は限られますが、将来に向けた取組も含めて聞いていただければと思います。 

 経営再生の見通しにおいてご説明したエッセンスですが、まずは私どもが行うべき経営努力とし

て４点、安全の再生、そして地方の交通を支えるためにも、稼げるところで稼がなければならない

ということで、経営基盤の強化、事業の多角化、そしてこれまでも様々に行ってまいりましたが、資

産の売却・コスト削減を引き続き徹底的に行っていくほか、経営に関する仕組み・意識の改革にも

しっかり取り組んでまいりたいと考えております。 

 しかしながら、私どもの努力だけでは解決できない経営再生の課題が３つあります。１つ目は今

回ご相談しております「持続可能な交通体系の構築」をどのようにしていくか。２つ目としまして、

新幹線札幌開業に伴う新幹線の収支均衡、これにはいくつか当社だけでは解決できない課題が内包

されております。３つ目としまして、地域とご利用の皆様のご理解、特に後ほどご説明いたします

が、運賃の改定、ないしは無人駅の廃止、こうしたことについてもご理解をいただかなければなら

ない、と考えているところです。 

 これらの４つの経営努力と３つの経営課題を克服しまして、経営自立を目指しますのは札幌開業

後の２０３１年度と設定させていただきたいと考えております。結果、それまでの間、２０３０年

度までは青函トンネルの維持に関わるコスト、ないしは貨物走行に伴う当社が負担している部分、

加えまして、今後の経営基盤強化に向けてのご支援を、国に是非お願いしたいということと、加え

まして、黄色線区に対する国・地域の一定額の支援を、なんとかご理解いただきたいということを、

前回ご説明させていただきました。 

 今回、監督命令で２年間の国の支援の規模のみが明示されておりますので、一定程度の収支見通

しを策定する前提として、いくつかの前提条件を置かせていただきました。 

 ①といたしまして、国からの支援は毎年２００億円いただけるという前提で、収支見通しを５か

年分作成しました。監督命令の中では、国の支援の内訳として（１）から（４）への項目について行

いたいと明示されておりましたが、その内訳については、今後の協議ということでした。 

 特に、（１）の鉄道を持続的に維持する仕組みの構築が必要な線区への支援につきましては、まだ

協議中ですので、今回、収支見通しの前提条件としては未確定のまま、計上しないまま収支見通し

を作成しております。 

 （２）貨物列車走行線区の貨物列車運行に必要な設備投資・修繕に対する支援といたしまして、２

００億円の内訳として、１５０億円をここの支援に使う前提としました。特に、この支援につきま

しては、設備投資は無利子貸付、修繕費については助成で行うという内訳になっておりますので、

これも収支の試算を行う前提上、金額をある程度置かざるを得ないということから、設備投資につ

いては５０億円、修繕費については１００億円という前提としました。 



 また、（３）青函トンネルの維持管理に対する支援につきましては、全額助成の修繕費として５０

億円を計上させていただきましたほか、（４）の経営基盤に関する強化については、制度上、設備投

資に対する支援については助成が半分、無利子貸付が半分という内訳ですので貨物列車走行線区の

１５０億円の内訳に包含をして、計算をさせていただきました。 

 結果として、貨物列車走行に必要な修繕費としての１００億円と、青函トンネルの維持管理に必

要な修繕費の５０億円、合計１５０億円が収支上に影響します。支援をいただき、当面２０３０年

度までの間、収支改善させていただくというような作り方をさせていただきました。 

 次に②ですが、これも収支の見通しを計算する以上、一定の前提条件を置かざるを得ないため、

いわゆる赤・茶線区、バス転換をしていくべき５線区と、私どものほうでご提案をさせていただい

ている線区につきまして、実際の協議として、バス転換にするかどうかについては、当然のことな

がら、地域の皆様との合意形成の上、進めるということですので、向こう５年間の中でそれが実行

されるか否かということは別といたしまして、収支の試算上、一定程度リスクのあるものはしっか

り見たほうが良いという考え方から、この５年間の中で、いわゆるバス転換費用、加えて橋梁等鉄

道施設の撤去費用の総額を３００億円と見込みまして、５年間で６０億円ずつ均等に、経費化して

計上させていただきました。 

 ③胆振東部地震等の影響につきましては、冒頭でも申し上げましたが、総額２３億円の影響額が

あったと認識しております。もちろん、今後、「元気です北海道」キャンペーンと連動した挽回策を

打ちながら、この金額をできるだけ縮小化していくという取組をしてまいりますが、収支の見通し

上は、今年度２３億円が損失として発生するという前提とし、様々な挽回策を今年度最大限行うこ

とによりまして、翌年度以降については、この影響を残さないという形で見込ませていただきまし

た。 

 次に、いくつかの収支試算上の経営改善の取組につきまして、ご説明させていただきます。まず

は増収施策です。もちろん、５年間の中で、数字上の効果が現れるものについては限られておりま

すが、その後の経営改善を見込みまして、この５年間のうちからも手を付けていかなければならな

い、そうした施策についても記載をさせていただきました。５年間の中で、具体的に成果を摘み取

りたいと考えております事柄としては、代表例ですが、快速エアポートの輸送力増強をこの期間中

に実現させたい。また、増加傾向のインバウンド観光客をターゲットにした収益拡大、インバウン

ドの施策とも絡みます観光列車の運行、こうしたものによる収益の摘み取りを、この５年間で積極

的に行ってまいりたいと思います。 

 地方路線につきましても、地域とこれから協議してまいりますアクションプラン等々でご提起い

ただいたアイディアも活用させていただきながら、様々な形での観光開発、活性化策について取り

組む所存です。 

 関連事業ですが、ホテル、サービス付き高齢者向け住宅の多棟化などは、もう具体的な着手を行

っておりますので、その成果として５年間の収支の中に見込ませていただきました。 

 今後の取組になりますので、成果は６年目以降に発現することとなりますが、どうなるか詳細は

別途ですが、いわゆる北広島ボールパークを含めました快速エアポートの輸送力増強、こうしたも

のによる第２弾の収益拡大策、そして札幌開業をにらみました北５西１街区、西２街区の周辺開発

の参画による関連事業収益の拡大策、マンション分譲事業の展開、札幌開業を念頭に置きました新

たな需要の掘り起こしなど、６年目以降に開花するものですが、この５年間の中から、もう種をま

き始めなければならない施策に取り組んでいきたいと思っております。 

 資産売却・コスト削減の取組につきましても、５年間の中で成果が現れるもの、６年目以降に成

果が出てくるもの、いくつか記載をさせていただいております。特に、新型車両の導入を、今、具体



的に進めておりますので、これらが入ってまいりますと、導入して４０年が経過しております現在

の一般気動車に比べますと、はるかにメンテナンスコストの低減につながるものと認識しておりま

す。 

 また、ご指摘をいただいております資材調達方法、工事契約の見直しを、具体的にグループを挙

げて取り組みまして、この５年間の中で、一定の成果を積み上げてまいりたいと考えております。

その他につきましては、これから６年目以降の成果物となるような様々な取組を、記載のとおり行

っていく予定です。 

 次に、運賃改定について触れされていただきます。具体的には、これから様々な形でご理解をい

ただき、そして手続きを前に進めていく必要がありますが、収支の試算上、消費税改定が予想され

ております平成３１年の１０月に合わせ、実質４０億円の増収となるような運賃改定を実施してま

いりたいと計画をしているところです。 

 以上の前提条件を置かせていただいて、今回、収支見通しとしては、当面平成３１年から３５年

までの５年間の部分についてお示しをさせていただきました。 

 平成３０年は事業計画の数値を入れていますが、今回の地震等の影響額２３億円をここに加味し

て、下方修正した数値としました。平成３０年の事業計画に地震等の影響額を見込みました計画値

は、営業収益が８８４億に対して、かかります費用が１，３９７億円、事業を行います営業損益とし

ては、５１３億円の赤字ですが、経営安定基金の運用益等による営業外の収益を加えますと、経常

損益では、２０７億円の損失、これにグループ会社等々の配当を入れまして、最終的に連結では、当

期純利益が１６９億円の損失の見込み。ここからがスタートということです。 

 今後５年間、先ほどご説明いたしました様々な形で収益の拡大、費用の削減を行うと共に、国か

らの支援、総額２００億のうち、助成金として収支に反映されるもの１５０億ということで見させ

ていただきますほか、バス転換を行います線区について、実際には別でございますが、収支上の試

算としては、５年間で毎年６０億ずつこうした費用が発生していくという前提で計算をいたします

と、最終的に５年後の平成３５年では、営業損益が４２８億円の赤字ではありますが、国からの支

援等々をいただき、バス転換の費用を使わせていただきますと、鉄道会社単体の当期純利益が９０

億円の損失、グループの配当等々の収益を合算いたしました連結での当期利益としては、４３億円

の損失、このような見通しを立てさせていただきたいと、考えているところです。 

 なお、全体の収支だけでは、なかなか実際、個々がどうなっているのかというのが見えづらいと

ころですので、限りなく細分化していくことも可能ですが、ここでは関係者会議の大きなテーマの

１つであります、いわゆる黄色線区としての線区の収支がどのようになっているのか、ということ

を抜き出して、右側に記載をさせていただきました。スタートラインが１２４億円の赤字からスタ

ートいたしまして、様々なアクションプランに基づきます、営業努力、コスト削減の努力を加えま

すが、人口減少による利用減が一定程度避けられないという前提で、収支を見込ませていただきま

して、平成３５年度でも営業損失は、１２８億となるだろうと。ここに本来ですと、国、地域からの

ご支援が入るわけですが、残念ながら今回は未定のまま「ゼロ」ということとさせていただいてお

ります。 

 ただし、貨物列車の走行に対する国からの支援金について、黄色線区に該当する部分も１０億ほ

ど見込ませていただいておりますので、それが加わりますと、赤字の規模が若干、減少すると考え

ています。いずれにしても１００億を超える赤字の規模とならざるを得ない状況にあり、当社がこ

れを負担をして維持をしていくことになるわけですが、このままの状態では、これを持続可能にし

ていくことがなかなか厳しいと認識しておりますので、こうした問題を是非、ご理解をいただきな

がら、コスト削減、増収努力はもちろんのことですが、一定程度の国及び地域の支援についての合



意形成についてもご理解を賜りたいと考えております。 

 なお、参考までに黄色線区を除いた残る部分の収支はどうなっているのかというところを記載さ

せていただいております。内訳の中に国の支援の金額の使途を具体的に記入させていただいており

ます。貨物列車走行に対する支援と経営基盤強化に対する支援を合算いたしまして、９０億ここで

使わせていただき、青函トンネルの維持管理に対する支援を助成として、５０億ここで使わせてい

ただいて、記載のような収支になると見ております。 

 この表の分類は、この黄色線区の赤字の部分、そして黒線区の赤字の部分、それと左の下に書い

ております、基金の運用益、これを合算しますと会社合計の数字になります。 

 それぞれの部門の今後の見通し、対処策についてですが、具体的にはこれから中期経営計画、長

期経営ビジョンの中で更に詰めていくことになりますが、一定の今後の見通しということで、記載

をさせていただきました。黄色線区につきましては先ほどご説明させていただきましたように、地

域の皆様との連携による利用促進、コスト削減の取組を実施してまいりますが、人口減少によりま

す運輸収入の傾向的な減少、そして、橋梁やトンネルなど土木構造物の大規模修繕、そして、特に車

両の老朽化に伴う費用の増加等々がありまして、黄色線区の置かれている状況は、依然として非常

に厳しいものがあると認識しております。 

 したがいまして、持続的な地域交通の維持のために当社の一層の経営努力はもちろんですが、国、

地域の皆様からのご支援、ご協力が不可欠であると認識をしているところです。 

 なお、その他の黒線区等の収支見通しについてですが、赤茶線区についてのバス転換費用を一定

程度見込ませていただいており、ここの部分が収支上の悪化要因になっていること、加えまして、

新幹線につきましては、青函トンネルの維持管理費や貨物共用走行が赤字の主たる要因となって、

年間で約１００億規模の赤字となる見込みですが、国から、青函トンネルの維持管理に対する支援、

そして、貨物に対する支援もここに一部振り向けられますので、この５年間の見通しの中では、７

０億程度国の支援が受けられるという前提で考えますと、新幹線の赤字の規模は、３０億程度と見

込ませていただいております。それでも３０億の赤字ですので、これを収支均衡させるためには、

札幌開業に向けまして、高速化などの抜本的な収支改善が必要と考えております。 

 そのほか、競争力のある快速エアポートや札幌圏における関連事業を中心にして、経営基盤の強

化を行いまして、何とか経営自立に向けた絵姿を実行していきたいと考えております。短い時間で

したので要点のみとなりましたが、収支見通しについては以上です。 

 なお、線区毎の事業計画に向けた考え方についてもお尋ねがありました。当社に徹底した経営努

力による経営改善を命じた監督命令では、本年度中に、平成３１年度から３５年度までの５年間の

中期経営計画と、平成３１年度から平成４３年度年度までの長期経営ビジョンの策定に加えまして、

利用が少なく鉄道を持続的に維持する仕組みの構築が必要な線区、いわゆる黄色線区の平成３１年

度及び平成３２年度の第１期集中改革期間の線区毎の取組内容をまとめた事業計画、いわゆるアク

ションプランを作ることが求められております。線区別収支を改善して、線区の持続性を確保して

いくため、日常的な鉄道利用の取組や観光開発といった利用促進や、駅や踏切の見直しなどによる

コスト削減などについて、今後、２年間の取組内容を線区毎に取りまとめていくことになります。 

 線区毎の事業計画、アクションプランの策定主体は、当然のことながら、命令を受けた当社であ

ると認識しておりますが、当社で一方的に策定すべきものではなく、これまで線区毎の議論経緯や

協議会などの場で、地域の皆様から寄せられた意見等を反映して策定し、地域の皆様のご理解とご

協力をいただいて、共に取り組むものと考えております。今後、各地で開催される協議会等の場を

お借りして、年度内の策定に向けて、関係の皆様とご相談を進めたいと考えておりますので、ご理

解とご協力をお願い申し上げます。 



 

（黒田交通企画監） 

 ありがとうございます。ここからは意見交換に入らせていただきます。はじめに知事から発言を

いただきます。 

 

（高橋知事） 

 はい。蒲生局長、そして島田社長からそれぞれお話をいただいたところであります。 

 まず、局長からお話を伺いました負担の考え方のところについて、ここ１０年の公共交通につい

ては、鉄道を含めて地域が主体となって考えていくという流れになっている。そういう形の中で法

改正なり、基本的な計画なりができていっているというご説明だったというふうに思うわけであり

ますが、私ども北海道の広大さということをぜひご念頭に置いていただければというふうに思う次

第でございます。 

 国土全体の約２２％を１道で占めるという北海道。面積の小さい方から県を入れると、２２の都

府県が入ってしまう広さを有している。いろんな言い方があるのですが、九州は２個以上入ると、

九州と四国を合わせてもそれ以上である。 

 とにかく広大な北海道ということを考えた場合に、やはりそこで広域分散型に５３０万から４０

万の人々が住んでいるという。そして、この地域から我が国の発展に寄与する重要な産品などの輸

出があるというそういうことを鑑みた場合には、私どもとしては、あえて申し上げますが、地域公

共交通活性化再生法に基づく、地域交通の課題として他の都府県の地域と同類として扱うのではな

く、本道の地域特性ということを踏まえた実情にあった支援制度を構築していただけるように強く

お願いを申し上げたい。このように思う次第であります。 

 その点は、道議会でも大いに議論がされたところでございます。私どもは、この北海道における

地域交通のあり方というのは、もちろん我々が関与するのは当然でありますが、単に地域交通の観

点だけではなく、国土形成の観点からも考えるべき重要な問題ではないかというふうに思う次第で

あります。 

 地域支援の考え方について、１つは自治体、自治体は広域自治体たる道と市町村があるわけであ

りますが、そういう地方自治体が合わせて国と同水準の支援を行うことを前提とするという話でご

ざいましたが、そのことについての根拠について、後から市長会会長、町村会会長からも議論があ

ろうかと思いますけれど、大きく疑問がでているということをご理解いただきたい。さらなるご説

明をいただければと、このように思う次第でございます。 

 それからより重要なのが地財措置でありまして、道内自治体の財政状況の厳しさ、あるいは、今

回の震災対応。これは単に震源地だけではなくてブラックアウトの影響で全道に及んだわけであり

ますが、その中でさらに厳しい道内自治体の財政状況に鑑みて地財措置の重要性ということについ

ては、ご理解をいただいたということは心強く思うわけでありますが、そのことの総務省との調整

については、未だ調整中というお話でありましたそこが具体的に明らかになっていないというのは、

私ども地元としては、大変、現時点において残念であるとこのように思う次第であります。 

 改めて地域の費用負担について申し上げれば、道や市町村の厳しい財政状況の中で我々が負担で

きる規模にしていただきたいということと、もう１つは改めて申しますが、地財措置の起債の対象

になるのかどうかという点。そして、その起債に交付税充当をしていただけるか一定程度以上充当

していただけるかどうかというのが地財措置という意味でございますが、こういうことが一体で講

じられることが不可欠であるということを改めて申し上げさせていただければとこのように思う次

第であります。 



 それからＪＲ北海道の社長からは大変短期間に様々な資料をまとめていただきました。地震対応

の大変お忙しい中でまとめていただいたことに大変敬意を表する次第であります。 

 しかしながら、まず残念なのが、５年間の収支見通しというところに限られたところであります。

私どもはあくまで道民の生活というのはこれから永遠に続くことを前提に２０３０年度と思ってい

たら、２０３１年度と、さっき社長仰られたと聞いたのですけど、そこも後からあればと思います

けど、いずれにしろ、新幹線の札幌延伸を契機として、経営自立化ということを目指すというお話

を裏付けるような、全体としての収支の見通しが明らかになっていないのが大変残念でございます。 

 そして、具体的な数字を一定の前提のもとに５ページでご説明をいただいたところでありますが、

黄色線区を含めての収支改善、なかなか、達成される形となっていないなという思いをいたしたと

ころであります。地域の支援の部分はこれからでありますが、やはり徹底的なコスト削減なり、収

益増の努力をこれからやるんだというそういう話。これは心強く思うわけでありますが、それを数

字の形でどのように落としていくのか、この５年間の黄線区もそうですが、黒線区もそうでありま

すが、これを伸ばして２０３０年度あるいは２０３１年度に突然プラスになるようには、私からは

見えなかったなというところが残念でございます。 

 その意味では、様々なご努力をしておられるというお話、そのとおりだと思うわけでございます

が、さらなる収益増加あるいはコストの削減などについてさらなる検討をいただき、地域に対する

丁寧な説明、そして、やはり全体像としての３０年度、３１年度までの見通しのお示しをいただい

て、我々とまた議論をさせていただくことが必要なのかなという思いをいたしたところであります。 

 なお、国からの命令の中で、黄色線区毎の収支改善のアクションプラン作成に向けまして、私ど

もも協力することは当然だと思っている次第でございます。 

 それからもう１つ運賃改定についても、４ページでお触れになっておられたところでありますが、

ここは地域の暮らしに及ぼす影響が大きいことから、沿線の方々や利用者の理解が得られるような

丁寧な説明を行っていくことが、不可欠だと思っていますことを認識していただければと思います。 

 それから今回の地震からの復旧・復興についてでありますが、これはＪＲさんに限らず、道内の

観光業界に多くのところで大変な被害でているところであります。 

 そういう中で、先般の道議会でも私から答弁させていただいたところでありますが、道内の市長

会、町村会をはじめ多くの関係の方々と全道的な組織を年内にも立ち上げてしっかりとした全国的

なプロモーションあるいは情報発信そういったことを通じて利用拡大、利用促進に取り組んでまい

りますので、このことにつきまして、ＪＲさんもご協力をお願い申し上げる次第であります。以上

です。  

 

（道市長会 菊谷会長） 

 ただいま、ＪＲの島田社長からご説明がございまして、あまりにも大きな話なんで分かるような

分からないような、見えるような見えないような、もう少し地域に入る際は分かりやすく説明した

方が良いのかなという感じがしました。 

 特に将来、知事から先ほどお話しがありましたよう、この先どうなるんだというところが、成長

シナリオというのがもう少しあっても良いのかなという気がします。それと、これは個人的な感想

ですが黄線区とか赤線区という言葉がありますけれど、やはり全体ですね、北海道１７９市町村、

もっと全体が危機感を持ってやっていくということを考えていくと、先ほどアクションプランの話

がありましたけれども、もうちょっと全体的なアクションプランもそれぞれ考えながら、全体で底

上げしていくということでなければ相当これは難しいのではないかなと感じておりますので、この

点もＪＲ側としても関係沿線自治体に留まらず、全体として受け入れられやすいような検討も是非



して欲しいなと思います。 

 それから、ちょっと地元の話なんですが、前にやった時、岸さんが座長だった時に新幹線の話を

しまして、新函館北斗に着いて特急に乗ろうと思ったら、もう先に出ていたという話、ミスマッチ

ですね。今度逆に、伊達市でこの前住民説明会で聞いた話では、特急が着く前にバスが行ってしま

っている。ですから、鉄道交通がせっかくありながらも全体としてマッチングされていないのでは

ないかという、そのような話がございまして、こういう小さな積み重ねが意外と大事だと思います

ので、経営努力の中に是非、そういったものも入れていただければと思います。 

 それから、国からの支援の話が色々ございましたけれども、具体的ではございませんが、内容を

もう少し詳細に知らしめていただければと思います。特にさっき知事からお話がありましたように、

まず北海道は広すぎて我々も非常に苦労しているのは、市長会の総会をやるといっても飛行機を乗

り継ぎしてこなきゃ来れない地域もあるわけで、その中で地域の公共交通をどう考えるかといった

時に、当初出足の時に、北海道が考えろみたいな話があって、国が全然出てこなかったんですよね。

ですから、我々はそれに対する不信感が凄くあって、ＪＲ北海道の問題はイコール北海道、あるい

は市町村というような、その整理がどうもまだついていないような気がしますので、法律とか色々

ありますけれど、なかなかそこでは我々も納得できないのではないか。 

 例えば、自分のところの事例で申しますと、平成１５年に乗り合いタクシーをやったんです。当

時、陸運事務所のお世話になりまして１５年経ちました。入れるのは簡単なんですが、実際にやる

と事業者の問題がやっぱり大きくて、売り上げも上がらない。我々が色々言っても市の補助金を出

せという話になって、結局、地域公共交通網って東京目線で言われるのも分かるんだけど、現実に

地域に行った時に、マッチングできるような、応えられるような民間事業者が必ずしもいない。そ

れに我々も応えようと色々取り組んでおりますけれど、そういう点ももっと考えていくと、国の公

共交通はどうあるべきかということがまずないと現実的には各論は考えずらいのではないかと思い

ます。 

 それから、財政の問題をさっき知事も触れられましたけれども、私調べてきました。どれほど厳

しくなっているか。平成２５年は交付税のピークです。それが今どうなっているかというと９３で

す。平均でですね。私どものように合併して算定替えがあると、もっと低いです。９２です、これは

平均ですけれども。これに臨時財政対策債、これがさらに落ち込んでいます。道庁も調べてみたら、

この４年間で１千億円くらい交付税と臨財債も落ちています。伊達市も１２％くらい、８億円くら

い落ちています。したがって、我々の合併した大滝村のように、伊達市は１７０平方キロ、大滝村は

２７０平方キロ。千人の人口です。そうするとこのような災害があっても災害復旧を単費で出せな

いものが非常に多くありまして、はたして沿線自治体だけ、あるいは北海道が、地財措置があるに

せよ、本当にできるのかという疑問がございますので、ここら辺は良く総務省と協議されていると

いうことでございますので、議論していただければ。我々はお願いするしかございませんので、そ

こら辺の現状を良くご理解いただいて、議論していただければと考えております。 

 また、今伊達市で取り組もうと思っているのが運転手不足とか色々あるので、交通資源を調査し

ようと。交通資源は何ぞやというと例えば送迎バスですね。学校も統合しまして中学校を６つから

２つに、小学校を８つから３つにしようとしています。当然、スクールバスがたくさん走ります。そ

の他に企業の送迎バスとか、色々ありますよね。ところが、先ほど言いましたように地域の公共交

通を担う人方は必ずしも経営が良くないものですから、前向きに議論が出来ない現状があります。

そこら辺をもう少し国交省の方でもご支援いただく、あるいはＪＲも入っていただいて、全体を考

えていく仕組みにしないと、ただ地方に再生法だというだけで押しつけられても現実としては動か

ないという実態を是非ご考慮いただきまして、再生に向けてしっかり我々も頑張っていきたいと思



っていますので、その前の前提を整理していただければと考えております。 

 

（黒田交通企画監） 

 ありがとうございます。次に町村会の棚野会長よろしくお願いします。 

 

（道町村会 棚野会長） 

先ほど、地域と公共交通のあり方に関する国の考えについて、知事からも言及がありましたが、

北海道の鉄路の現状を今日までの歴史的経過も含めて考えた時に、我々は地域交通の問題というカ

テゴリーの中で見ていただくことは非常に不満があります。 

北海道は２２の県と同じ面積があり、それを北海道という一括りで見られると、このような議論

になってしまうのかなと、非常に残念。これ以上申し上げないが、このことを十分ご理解いただき

たい。 

次に、今回示されたＪＲ北海道の経営見通しについては、グループ企業も含めた経営努力が不十

分であり、特に黄色線区での収支改善が見られるようには受け止められませんでした。ＪＲの経営

努力があってこそ、地域からの協力・支援につながることを、改めて認識いただきたい。 

この収支の中で、今後の維持管理、修繕や改修については、我々の負担もその分に絡んできます。

修繕や改修の単価がどのようになっているのか。我々がいろんな議論をするときに必ず話題になる

のは、民間の倍以上の単価になっているのではないかということ。町村長の立場からすると、今後

の収支計画の中で、事業費がどのような単価でみられているのかということが常に出てくると思い

ます。これら費用の内容を示すべきではないか。 

また、地域においては、人口減少や高齢化が進む厳しい状況のもと、日常的な利用促進に加え、駅

の魅力や利便性の向上、地域の特色を活かした観光施策と連携した取組などを全力で進めており、

こうした地域の努力に水をさしかねません。 

さらに、地域の負担についてですが、今回、国の考え方について、改めて説明をいただいたところ

ですが、地方財政措置が明確になっていない中、平成３１～３２年度の２年間の支援について、地

域の納得が得られる状況になく、来年度の予算編成を見据えると、このままでは時間がない。 

したがって、今回示されたＪＲの収支見通しを踏まえると、平成３２年度までは現在の法の規定

に基づき、国の責任で支援を行い、それ以降の法改正に向けて、我々の努力も含め十分な議論を尽

くす必要があると考えます。 

また、今回の地震により、インバウンドなどの落ち込みは、まさにＪＲの収益の基盤を損なうも

のであり、その回復のため、道内自治体としても観光振興などに財政支出を行っていく考えであり、

オール北海道で利用促進に取り組むことに、我々もＪＲと一緒になって取り組んでいきたい。 

インバウンドや道外からの観光客を呼び込むため、地域としては、観光列車の取組などに大いに

期待しています。一方、国では、訪日外国人観光客の誘致に向けた取組を積極的に進められており、

観光客の周遊を支える基盤となる鉄道網は、観光立国北海道はもとより、国家的見地から大きな役

割を果たすことは、論をまたないものであります。 

 

（黒田交通企画監） 

 ありがとうございます。次にＪＲ貨物の真貝社長からご発言をお願いします。 

 

（ＪＲ貨物 真貝社長） 

 ２点、お話させていただきます。まず、１点目は、本協議におけますＪＲ貨物の基本姿勢について



改めて申し上げたいと思います。８月の六者会議でも申し上げましたけれども、ＪＲ北海道さんに

対する支援項目に貨物列車走行線区における貨物列車の運行に必要な設備投資及び修繕等に関する

支援が盛り込まれたことに対しまして、厚く感謝申し上げるとともに、ＪＲ貨物におきましては、

国全体で問題となっております労働力不足に対応し、環境面での付加を軽減した効率の良い、効率

の高い、より良い物流サービスを引き続き提供していくことを国、道、地域、経済界、お客様、ＪＲ

北海道さんと連携して新幹線の札幌開業後も青函トンネルを経由いたしました北海道－本州間の鉄

道貨物輸送の使命を担う責任を果たしてまいりたいと思っているところでございます。 

 ２点目は、災害に強い物流網の構築についてでございます。繰り返される災害の経験も活かし、

官民を挙げて改めて考えていくべきではないかということでございます。９月６日の地震の鉄道貨

物輸送への影響につきましては、先ほど申し上げましたけれども、ライフラインであります物流は、

一度途絶えると、復旧するまでの間、暮らしや経済に大きな影響を及ぼします。また、バックアップ

ラインを持たないライフラインは、極めて脆弱であることは、これまで経験してきました。災害に

おいても立証されているところでございます。一方、物流につきましては、人流と異なり、社会全般

において、認知度があまり高くないのが実態でございます。それが故に特に災害時に物流網が寸断

された際に、コンビニから商品が無くなる等が各地で発生してございますけれども、復旧までの情

報が不足していることもありますが、そもそも物流の実態がよく見えないということも、原因では

ないかと考えているところでございます。 

 したがいまして、これからまさに国土強靱化の観点から、災害復旧を早期化するのはもちろんで

ございますが、災害に備えて、物流が果たしている役割を普段から見えるようにした上で、物流に

ついての理解を進めてくというようなことにつきまして、行政、各物流事業者、地域経済が相互に

連携をして取り組んでいくと。そのことによりまして、暮らしと経済を支える物流網を作るという

ようなことの検討を具体化していくということが必要ではないかと考えております。 

 本州－北海道間の物流について言えば、唯一、陸続きの物流になっているのが、鉄道であります

し、港湾と異なりまして、鉄道は広い北海道内の各地に貨物駅を持ち、まさにネットワークとして、

暮らしと経済を支えてきたところでございます。その特性を活かしまして、私たちＪＲ貨物は、鉄

道貨物輸送の実態を地域にしっかりと見える化いたしまして、道民の暮らしと経済を支える物流網

の構築に、引き続き、努力してまいりたいというふうに考えているところでございます。 

 今後とも、ＪＲ貨物は、物流を基軸に暮らしや経済を支えるべく、努力してまいりますので、引き

続き、どうかよろしくお願い申し上げます。以上でございます。 

 

（黒田交通企画監） 

 皆様から、一通りご発言をいただきました。これまでの意見を踏まえて島田社長からコメントを

お願いします。 

 

（ＪＲ北海道 島田社長） 

 ただいま、たくさんのご意見、アドバイスを頂戴いたしました。一つ一つを真摯に受け止めまし

て、具体的な施策をより具体化していくなかに活かしていきたいと思いますが、私の方から、特に

３点申し上げます。 

 １つ目に地震の関係について、もちろん私どもが挽回策を含めて、国、道と連携をしながら、取り

組んでいくことはもちろんのことですが、さきほどの知事のご発言の中にも、それらを大きく促進、

応援するような形での全道組織を立ち上げていただくというようなご構想も今、伺ったところです。

是非そうしたような事柄も含めて、地震によって発生しました私どもだけではない観光影響につい



て、一日も早く回復するような流れを私どもなりにも全面的に御協力をさせていただきたいと思っ

ております。 

 ２つ目は、知事からの違う言葉になりますが、「２０３１年度」と「２０３０年度」についてのご

質問がありました。具体的には、これから国と協議をしていくことになりますが、新幹線の札幌開

業が予定されておりますのが「２０３０年度末までに」ということになっております。よって、その

効果が発現しますのがその翌年度であり、私どもとしてはそれに併せて、札幌駅前を含めた新しい

事業展開等々を経営再建の大きな柱としていきたいと思っておりますので、そうしたものも含めて、

経営自立をさせていくためには、２０３０年度ではなく、２０３１年度までを見通さなければなら

ない、と考えているところです。 

 そして、３つ目につきましては、５年間の計画についての、もう少し先を見通せるようにという

ことも含めてご意見を頂戴しましたが、この５年間のなかで、これから具体的に定めていく、いわ

ゆるＫＰＩをしっかり検証していただくことにもなりますので、これが着実に前に進んでいくこと

をお見せしていかないと、その先の姿が実効あるものになっていかないだろうと考えております。 

 高コストの問題についてもご指摘をいただきました。鉄道事業者、鉄道関連工事ならではの様々

な事情もありますが、競争入札制度の拡大も含めまして、ご批判をいただくことのないように、情

報の開示も含めて、しっかり取り組んでまいりたいと思います。 

 無人駅の廃止についてもご指摘を頂きましたが、全道で４００強ある駅のうち、有人駅が１００

くらい、残り３００の無人駅を全て廃止するわけではもちろんありませんので、明らかにご利用が

少なく、除雪費等を含めたコストが多大にかかっている部分については、地域のご理解をいただい

て、コスト削減の観点から、ないしは、線区の持続可能性という観点から、駅の廃止についてご理解

をいただきたいという趣旨ですので、よろしくお願いします。 

 

（黒田交通企画監） 

 次に鉄道局蒲生局長から、よろしくお願いいたします。 

 

（蒲生鉄道局長） 

 いくつか論点をいただきました。今、お答えできることをメインにお答えしたいと思います。ま

ず知事から、「北海道の広大さ」ということも念頭においた形での検討を進めて欲しいというふうに

伺いました。確かに、おっしゃるように、私も北海道をまわってみて、非常に広大だと改めて感じま

した。これだけ、自動車に乗っても、地図のこの辺までしか来ていないのかということを改めて感

じました。そういう意味では、今回の公共交通とＪＲ北海道支援の関係の考え方を説明をした際に、

国鉄改革という観点からのアプローチと、あと、地域と公共交通というアプローチがあると言った

うえで、やはり、北海道の場合には、今、おっしゃったような、やはり、道としての管轄されている

区域の広大さ、そういったものがひとつ、応用問題として出てくる部分があるのかなと。一方で、主

体的に地域が、地域の公共交通に関して関わっていくというアプローチは、やはり、我々は必要だ

と思っております。今回の場合、ＪＲ北海道さんの路線の問題が出てきておりますけれども、どの

地域でも、やはり、人口の減少とか、少子高齢化とか、そういったものも受けまして、公共サービス

が今後どうなっていくのだろうかという課題を抱えております。その中で、鉄道が一番最初にひと

つのターゲットになってくるのは、やはり、モータリゼーションというですね、そういった競争相

手がいて、そういった意味で、公共サービスの中で、一番最初に、やはり力を失っていくと、それ

が、その広大な北海道の中で、ＪＲ北海道さんが置かれている状況かなと思っております。そうい

う意味で地域の方々におかれましては、やはり、そういった状況も勘案をしていただきまして、地



域なりの、ご事情、財政状況とか、交通の状況とか、かなり違うと思いますので、地域なりのアプロ

ーチで、この問題に引き続き、関わっていただければというふうに改めて思っております。 

 それから、もう１個ですね。地財措置の関係に関しまして、本当に具体的な内容をこの場でお示

しできないのは、非常に申し訳ございません。今、総務省さんとはいろいろと話をしていることは

確かです。ただ、ここでお示しできるまでの内容には煮詰まっていないと。あとは、棚野会長のほう

から、１２月が近づいてきて予算等の関係もあるぞということで、ご心配をいただきました。そう

いった意味で、我々とすれば、そういった予算のスケジュールは、しっかりと念頭に置きながら、一

方で、内容的には、北海道の自治体の皆様がおかれている現状などもしっかり踏まえた上で、総務

省との調整を加速していきたいというふうに思っております。引き続きよろしくお願いいたします。 

 それと、運賃改定の話も、知事の方からいただきました。ＪＲ北海道さんの方で考えているとい

う意向は我々承知しております。ただ、やるにあたりましては、知事が、おっしゃったように、やは

り、利用者、地域の皆様方に対して、しっかり丁寧な説明をしていただくのが前提でございますし、

そういったものも踏まえた上で、我々の方に正式な申請が上がってくるのかなというふうに承知し

ております。よろしくお願い申し上げます。 

 あと、菊谷会長のほうから、地域で交通資源を調査していただいて、それを活用したいというよ

うなアプローチをされているようなことは、非常に我々は、地域においてそういう取組が進んでき

ているのは、ありがたい限りです。そのときに、やはり事業者さんのほうで、体力を失っているな

か、なかなか地域のご事情、ニーズにですね、正面から取り組んでくれないような傾向があるとい

うのは、いろんなところで伺っておりまして、我々のほうも、こういった形での地域公共交通活性

化再生法などの用意する過程の中で、そういったことをしっかりやるという体制をつくろうという

ことで、運輸局のほうにも、公共交通部、公共政策部というものをひとつ新たに設置して、そこで、

そういったものを地域のニーズをくみ取って、自分達で地域のニーズを掘り起こしに行って、総務

省も出せるような体制にしたいということで、３年前につくりまして進めております。今日も、北

海道運輸局長もきておりますので、その旨、しっかりと認識をして帰っていくと思いますので、そ

ういった問題等がございましたら、運輸局のほうに相談して欲しいと思いますし、大きな問題とし

て我々の方にも、しっかり本省のほうにも来るということで、やっていきたいと思っておりますの

で、引き続きよろしくお願い申し上げます。 

 あとは、さきほどの、棚野会長に前もいただきましたけれども、３１年度、３２年度は国の支援で

ということは、今回も承って帰ります。これは、大臣の監督命令の中で、触れられているものでござ

いますので、今の地財措置の関係も含めて、全体のセットの中で、再度、また相談したいと思ってい

るところでございます。 

 あと、ＪＲ貨物さんの真貝さんからお話をいただきました。今回の大臣命令の中でも、新幹線の

高速化の問題と、鉄道貨物の議論というのは、国において検討することが求められております。我々

のほうで特に整理をしておりますので、そういうものとの一環として、鉄道貨物のあり方、しっか

りと議論すべきと思っておりますので、そういった議論を進める際には、また、いろいろと御協力

をよろしくお願い申し上げます。 

 あと、最後でございますけれども、今回の震災に際しまして、非常に観光が、なかなか戻ってこな

いということが、ＪＲ北海道支援という観点からも、それは、もう一度、賑わいを戻すということが

重要だと思っておりますので、この点については、観光庁もですね、やはり、大きな目標を掲げてや

っておりますので、それが達成できなくなるようでは困るということで、今、全省を挙げて、政府全

体を挙げてやっておりますので、しっかり我々のほうとしても、その中でも、ＪＲ北海道さんと連

携をしながら、取り組んでいきたいと思っております。いずれにいたしましても、地域において、鉄



道に関しての関心が高まっていることを沸々と感じております。そういったことは、非常にありが

たいと思っておりますので、よろしくお願い申し上げます。 

 

（黒田交通企画監） 

 ありがとうございます。予定の時間限りになりますけれども、追加でご発言のあります方がいら

っしゃいましたら、お願いします。 

 

（道町村会 棚野会長） 

 ぜひ、蒲生局長にお願いしたいことがあります。今までは、ややもするとＪＲ任せという状況で

ありましたが、今度は地域とＪＲが一体となって活性化していこうという気持ちになっています。 

そのような中で、観光は非常に大きなファクターです。各々の地域の経済活動、産業の取組が観

光に繋がる。北海道をゆっくり回ってもらう。一回だけではなく、数回来て楽しんでもらう。ＪＲは

そのための背骨です。 

２年前から知事にもお願いしていますが、北海道の東側半分、宗谷、上川、十勝、釧路、根室、オ

ホーツクの各町村会が一緒になり、道北と道東を周遊する観光列車の実現に向けた取組を進めてい

ます。よって、背骨だけは維持し、繋がなければならない。 

ところが今、根室本線の東鹿越（南富良野町）～新得間が不通になっています。２年前の大雨災害

の時から繋がっていない。ここは背骨の肝。１日も早く復旧できるように、国の指導をお願いした

い。 

 

（蒲生鉄道局長） 

 今のような視点は、北海道さんの交通政策の総合指針にも載っているので、これに関しては、私

の方でも意識しておきます。指針をベースに検討していきます。 

 

（黒田交通企画監） 

 ありがとうございます。最後に、知事から本日の会議のまとめとして、お願いします。 

 

（高橋知事） 

 長時間にわたりまして、議論をいただきましたこと、誠にありがとうございました。特に蒲生局

長にはお忙しい中、東京からお越し頂きありがとうございました。また、率直に私どもの意見に対

して、回答いただきまして心より感謝を申し上げます。 

 その上で、４点ほど、１つは、国に対して、国交省さんに対してでありますけども、今日の議論を

通じて、国と地域が一緒に支援をするという枠組みにおける負担の水準、支援の規模ですね、それ

と地方の財政を支える地財措置の内容については、必ずしも私どもが納得するようなご説明は頂け

なかったということで、地域や道民、そしてそれぞれの市町村議会、私どもは道議会、そこの了解を

得ないと、我々の財政は支出というのが不可能でありますので、そういう意味での地域や道民の方々

の理解を得る上で、まだまだ調整すべき課題が残っていると思った次第でありまして、この点につ

きましては、国交省におかれましては、改めてでありますが、道や市町村が負担可能な額の規模と

していただく、そして、地財措置については、総務省との協議を加速していただくことをお願い申

し上げたいと思います。 

 そして、私ども北海道は４７分の１であると同時に、大変、広大な２２の都府県が入る区域であ

りまして、そこでコンパクトシティというのは、なかなかピンと来るようで来ない。そういう意味



では、他の地域、他の都府県の地域交通の問題と一緒くたにはご議論いただきたくはない。この点

は強く指摘をさせていただければと思う次第であります。 

 ２つ目は、ＪＲ北海道に対してであります。短期間で収支見通しをまとめて頂いたことは、大変、

ご努力されたことと思いますが、未だに具体的な部分ところで踏み込みが十分ではないという指摘

も各メンバーから頂いたところでありまして、やはりグループ全体を挙げたコスト改革、そして、

意識改革などの経営努力について、さらに道民の理解が得られるように、更なる取組を進めていた

だければと思う次第であります。 

 それから物流についてであります。私どもも今回の地震の発生直後、広大な北海道の中で物流を

円滑化することの重要性ということについて、改めて強い認識を持ったところでございます。こう

いった物流の強靱化、あるいは官民の連携などについて、ご案内のとおり北海道の中で議論の場も

持っているところでありますが、引き続き、ＪＲ貨物さん、あるいはそれ以外の物流関係の皆さん

と連携し、しっかり北海道に合う物流の強靱化という機運を高めていかなければならないと思う次

第であります。 

 以上のことを踏まえてでありますが、前回の会議が８月にございました。そして出来れば９月に

も次の会議を開催したいと思っておりましたところ９月６日の地震があって、その対応に全道を挙

げて大変な状況になり、今日が 10 月 20 日ということで、会議が少し遅れてしまったという状況

であります。 

 年末までの決着の時間が大変限られてきていると認識もする中で、私どもは当然、地域での議論

を更に深めていく必要があると思う訳でありますが、やはり、道議会でのご議論というのも重要で

あります。そういった事を踏まえて、早急に地域の支援のあり方などについて整理していかなけれ

ばならない時期になってきたと、この様に思う次第でありまして、この事につきまして、皆様方の

ご理解をいただければと思う次第であります。 

 最後になりますが、利用促進について、観光プロモーションはしっかりやらせて頂きたいと思い

ますので、ご理解とご協力よろしくお願いいたします。本日はありがとうございました。 

 

（黒田交通企画監） 

 以上で本日の会議を終了いたします。ありがとうございました。 

 

                                                                          以上 


